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１ 労働災害発生状況
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年別労働災害発生状況（陸上貨物運送事業：福岡県）

死傷者数（休業４日以上） 死亡者数
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陸上貨物運送事業における労働災害は増加傾向にあり、令和６年は平成２８年と比較して約１５０件の増加。

令和６年の死亡者数は、平成２８年以降では最多の８人。



１ 労働災害発生状況
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・死亡災害について、道路上の交通事故による死亡災害は毎年発生しているが、交通事故を除くとフォークリフトや

ロールボックスパレット等に巻き込まれる災害が最も多い。

・死傷災害について、トラックの荷台上等からの墜落・転落が最も多い。

陸上貨物運送事業 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

死亡者数 ７ ７ ２ ４ ４ ８

事
故
の
型
別

墜落・転落 １ １ １ ２

はさまれ、巻き込まれ ２ ３ ２

飛来・落下 １ １

崩壊・倒壊 １ １

交通事故（道路） １ ３ １ ２ １ ２

激突され １ ２

その他 １ １ １

死傷者数 ８３５ ８８９ ９４０ ８９９ ８６８ ８４６

事
故
の
型
別

墜落・転落 ２１０ ２５０ ２４９ ２２６ ２３６ ２０１

転倒 １１１ １１９ １３０ １１９ １４３ １４４

無理な動作・動作の反動 １７１ １９０ １９１ １８７ １７９ １７６

はさまれ、巻き込まれ ８６ ９５ １１３ ９６ ９３ ５７

交通事故（道路） ４４ ３８ ４６ ３７ ３９ ３６

激突 ６２ ８４ ６３ ７０ ４９ ６１

その他 １５１ １１３ １４８ １６４ １２９ １７１



１ 労働災害発生状況
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福岡県で発生した陸上貨物運送事業に係る死亡災害事例（令和６年～）※交通事故等一部省略

発生年月 事故の型 災害発生状況

令和６年１月 はさまれ、巻き込ま
れ

営業所内冷蔵庫にて、車両から荷下ろしのため、高さ調節のスロープを使用して後
退しながら保冷かご台車を引っ張っていたところ、保冷かご台車がバランスを崩して
のほうへ倒れて下敷きになったもの。

令和６年２月 はさまれ、巻き込ま
れ

宅地造成工事現場において、生コンクリートを打設し、ミキサー車及びドラグ・
ショベルのバケットに付着した生コンクリートを洗浄した後、旋回してきたドラグ・
ショベルのバケットと同ミキサー車の間に挟まれたもの。

令和６年８月 高温・低温の物との
接触

派遣先事業場の倉庫内で自動車部品の詰め替え作業に従事していた。休憩所で手の
痙攣などが認められた後、屋外へ出て突然走りだし転倒した。口から泡を吹きいびき
をかいている状態であったため救急搬送されたが、熱中症により死亡したもの。

令和６年１０
月

飛来、落下 倉庫搬入口の地上面から３０ｃｍのプラットホーム上で、荷台側を向き座位の状態
で荷を積載したロールボックスパレット２台の下敷きになったもの。

令和７年１月 飛来、落下 リーチフォークリフトを運転してプラスチック製のパレット（高さ１４．５ｃｍ、
１０９ｃｍ×１０９ｃｍ）を１５段積み（高さ２１７．５ｃｍ）で運搬作業を行ってい
た。平坦な地面に３０段（高さ４３５ｃｍ）積まれたパレットのうち最上端から１５
段までを運搬しようとしたとき、当該１５段積みパレットの上部が荷崩れしたもの。



１ 労働災害発生状況

２ 第１４次労働災害防止計画

３ 労働安全衛生規則（荷役作業）改正
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２ 第１４次労働災害防止計画（２０２３年度～２０２７年度）
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アウトプット指標

計画の重点事項の取り組みの成

果として、労働者の協力の下、

事業者において実施する事項を

定めたもの

アウトカム指標

アウトプット指標を実施した結

果として、期待される事項、効

果検証を行うための指標

具体的には・・・

「陸上貨物運送事業における荷役作業の

安全対策ガイドライン」に基づく措置を

実施する陸上貨物運送業等の事業場（荷

主となる事業場を含む）の割合を２０２

７年までに４５％以上とする。

具体的には・・・

陸上貨物運送事業における死傷者数を２

０２２年と比較して２０２７年までに

５％以上減少させ、８１８人以下とする。

福岡労働局の重点実施事項

・トラックからの荷の積み下ろし作業に係る墜落・転落防止対策の充実強化

・荷主事業者の敷地等で多く発生している荷役作業における荷主事業者対策への取組

・荷役作業における安全ガイドラインの周知徹底



１ 労働災害発生状況

２ 第１４次労働災害防止計画
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３ 労働安全衛生規則改正

（１） 昇降設備の設置及び保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲を拡大

•最大積載量５トン以上の貨物自動車について規定されていた昇降設備の設置義務及び荷役作業を行う労働者

に保護帽を着用させる義務について、義務の対象範囲が最大積載量２トン以上のものに拡大するもの。なお、

保護帽を着用させる義務の拡大については、上記のうち、荷台の側面が構造上開閉できるもの等、昇降設備

が備えられている箇所以外の箇所で荷役作業が行われるおそれがあるものやテールゲートリフターが設置さ

れているもの（テールゲートリフターを使用するときに限る。）とするもの

（２） テールゲートリフターによる荷役作業についての特別教育を義務化

•労働安全衛生法第５９条第３項の特別教育が必要な業務として、テールゲートリフターの操作の業務（荷役

作業を伴うものに限る。）を規定するもの。※併せて、安全衛生特別教育規定（昭和４７年労働省告示第９

２号）について、テールゲートリフターの操作の業務に係る特別教育（テールゲートリ二に関する知識、

テールゲートリフターによる作業に関する知識及び関係法令の科目に係る学科教育（計４時間）及びテール

ゲートリフターの操作の科目に係る実技教育（２時間））を新たに規定するもの。

（３） 運転者が運転位置から離れる時の措置の適用除外

•運転席とテールゲートリフターの操作位置が異なる場合においては、逸走防止措置を引き続き義務付けるが、

原動機の停止義務については適用除外とすること等とするもの。
9



（１） 昇降設備の設置（安衛則第１５１条の６７関係）

【改正の趣旨等】※令和５年３月２８日付け基発０３２８第５号より抜粋

・荷を積み卸す作業を行うときに、昇降設備の設置義務の対象となる貨物自動車を、最大積載量は５トン以上のものに加え、２トン

以上５トン未満のものとしたものであること。

・労働者が床面と荷台との間を昇降する際、荷台からの墜落・転落災害が多く発生していることを踏まえ、昇降設備の設置対象とな

る箇所に、「床面と荷台との間」を明記したものであること。なお、例えば、荷台に昇降するが、荷台の荷の上に昇降しない場合に

あっては、当然、荷台への昇降設備の設置のみで差し支えないものであること。

・「昇降設備」には、踏み台等の可搬式のもののほか、貨物自動車に設置されている昇降用のステップ等を含むものであること。

テールゲートリフターを中間位置で停止させてステップとして使用する場合にあっては、当該テールゲートリフターについても、昇

降設備として認められるものであること。なお、テールゲートリフター製造者がテールゲートリフターの動作時に作業員の搭乗を認

めていないにもかかわらず、当該テールゲートリフターの動作時に労働者を搭乗させることは、安衛則第１５１条の１４の主たる用

途以外の使用にあたる場合があること。

・本条が適用されない貨物自動車において荷を積み卸す作業等を行う場合であっても、高さが１．５ｍを超える箇所での作業を行う

ときは、安衛則第５２６条の規定（昇降するための設備の設置）が適用されることに留意すること。
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（昇降設備）※赤字が改正部分

第１５１条の６７ 事業者は、最大積載量が二トン以上の貨物自動車に荷を積む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を含

む。）又は最大積載量が二トン以上の貨物自動車から荷を卸す作業（ロープ解きの作業及びシート外しの作業を含む。）を行うときは、

墜落による労働者の危険を防止するため、当該作業に従事する労働者が床面と荷台との間及び床面と荷台上の荷の上面との間を安全に昇

降するための設備を設けなければならない。

２ 前項の作業に従事する労働者は、床面と荷台との間及び床面と荷台上の荷の上面との間を昇降するときは、同項の昇降するための設

備を使用しなければならない。



（１） 昇降設備の設置（安衛則第１５１条の６７関係）
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【出典】「トラックでの荷役作業時における安全対策が強化されます」（厚生労働省）



（１） 昇降設備の設置（安衛則第１５１条の６７関係）
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昇降しやすい装備を取り付けよう！

リヤステップ

リヤステップ部を網状にすること

で、滑り止めの効果を持たせます

サイドステップ

リヤ・サイドステップ部に突起のある穴あけ加

工をすることで、滑り止めの効果を持たせます

あおり内側回転式ステップ

あおりを下ろした際に開店してステップとなる部分を利用します

格納式ステップ

ボディより外側に可動式のステップを取り付けます



（１） 昇降設備の設置（安衛則第１５１条の６７関係）
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トラックの荷台・運転席への昇降の際は、必ず両手・両足の三点で身体を支持（三点指示）しましょう！

リヤフレーム部グリップ
リヤドア面グリップ



（１） 保護帽の着用（安衛則第１５１条の７４関係）

【改正の趣旨等】※令和５年３月２８日付け基発０３２８第５号より抜粋

・荷を積み卸す作業を行うときに、労働者に保護帽を着用させる義務の対象となる貨物自動車を、最大積載量が５トン以上のものに加え、上記

の第二・第三のものとしたものであること。

・「荷台の側面が構造上開放されているもの又は構造上開閉できるもの」には、あおりのない荷台を有する貨物自動車並びに平ボディ車及びウ

イング車が含まれるものであり、バン（荷台の四方が囲まれた箱型の物（ウイング車を除く。））等は含まれないものであること。

・「テールゲートリフターを使用するとき」には、テールゲートリフターを使用せずに荷を積み卸す作業を行う場合やテールゲートリフターを

中間位置で停止させ、労働者が単にステップとして使用する場合で、荷を積み卸す作業を行わないときは含まれないものであること。

・貨物自動車の荷台の高さの荷受け台（プラットフォーム等）が設置され、荷台の端部から墜落するおそれのない場所において荷を積み卸す作

業を行う場合や荷を積み卸す作業のために労働者が荷台又は積み荷の上に乗る必要がない場合等、墜落の危険がない状態で荷を積み卸す作業を

行う場合は、第１５１条の７４第１項の荷を積み卸す作業を行うときに該当せず、同項は適用されないこと。

・本条が適用されない貨物自動車において、荷を積み卸す作業等を行う場合であっても、高さが２ｍ以上の箇所で作業を行う場合で、墜落によ

り労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、安衛則第５１８条の規定が適用されることに留意すること。

14

（保護帽の着用）※赤字が改正部分

第１５１条の７４ 事業者は、次の各号のいずれかに該当する貨物自動車に荷を積む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を含

む。）又は次の各号のいずれかに該当する貨物自動車から荷を卸す作業（ロープ解きの作業及びシート外しの作業を含む。）を行うとき

（第三号に該当する貨物自動車にあては、テールゲートリフターを使用するときに限る。）は、墜落による労働者の危険を防止するため、

当該作業に従事する労働者に保護帽を着用させなければならない。

一 最大積載量が五トン以上のもの

二 最大積載量が二トン以上五トン未満であって、荷台の側面が構造上開放されているもの又は構造上開閉できるもの

三 最大積載量が二トン以上五トン未満であって、テールゲートリフターが設置されているもの（全豪に該当するものを除く。）

２ （略）



（１） 保護帽の着用（安衛則第１５１条の７４関係）
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【出典】「トラックでの荷役作業時における安全対策が強化されます」（厚生労働省）



（１） 保護帽の着用（安衛則第１５１条の７４関係）
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必ず墜落時保護用のヘルメットを着用しましょう！
【出典】「はしごや脚立からの墜落・転落災害をなくしましょう」（厚生労働省）



（２） 特別教育（安衛則第３６条第５号の４関係）

【改正の趣旨等】

・荷を積み卸す作業を伴うテールゲートリフターの操作の業務を特別教育の対象としたものであること。

・「テールゲートリフターの操作の業務」には、テールゲートリフターの稼働スイッチを操作することのほか、テールゲートリフターに備え付

けられた荷のキャスターストッパー等を操作すること、昇降板の展開や格納の操作を行うこと等、テールゲートリフターを使用する業務が含ま

れること。なお、荷を積み卸す作業を伴わない定期点検等の業務、貨物自動車以外の自動車等に設置されているテールゲートリフター、介護用

の車両に設置されている車いすを対象とする装置等の操作の業務は含まれないこと。

・テールゲートリフターの製造者、取付業者等による操作説明が、特別教育の対象である労働者に対して、テールゲートリフターの操作を実際

に行わせながら適切に実施される場合には、当該説明に要した時間を実技教育の教育時間に含まれるものとして取り扱って差し支えないこと。

17

（特別教育を必要とする業務）※赤字が改正部分

第３６条 法第５９条第３項の厚生労働省令で定める危険又は有害な業務は、次のとおりとする

五の四 テールゲートリフター（第１５１条の２第七号の貨物自動車の荷台の後部に設置された動力により駆動されるリフトをいう。以

下同じ。）の操作の業務（当該貨物自動車に荷を積む作業又は貨物自動車から荷を卸す作業を伴うものに限る。

【改正後の安全衛生教育規定】（抜粋）

科目 範囲 時間

学科教育 テールゲートリフターに関する知識 テールゲートリフターの種類、構造及び取扱い方法、テール
ゲートリフターの点検及び整備の方法

１．５時間

テールゲートリフターによる作業に関する知識 荷の種類及び取扱い方法、台車の種類、構造及び取扱い方法、
保護具の着用、災害防止

２時間

関係法令 労働安全衛生法令中の関係条項 ０．５時間

実技教育 テールゲートリフターの操作の方法 ２時間



（３） 運転位置から離れる場合の措置（安衛則第１５１条の１１関係）

【改正の趣旨等】※令和５年３月２８日付け基発０３２８第５号より抜粋

・テールゲートリフターの収納位置は、必ずしも最低降下位置でないことから、運転者が運転位置から離れるときにおける荷役装置

を最低降下位置に置く義務について適用を除外することとしたこと。

・テールゲートリフター等の作業装置（以下、「テールゲートリフター等」という。）の操作のためには原動機を動作させなければ

ならない構造のものも存在することから、走行のための運転位置とテールゲートリフター等の操作位置が異なる貨物自動車を運転す

る場合において、テールゲートリフター等を操作し、又は操作しようとしている場合は、原動機の停止義務の適用を除外することと

したこと。

・ブレーキを確実にかける等の貨物自動車の逸走防止措置については、改正省令による改正後の安衛則第１５１条の１１第３項によ

り、引き続き義務付けられることに留意すること。
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（運転位置から離れる場合の措置）※赤字が改正部分

第１５１条の１１ 事業者は、車両系荷役運搬機械等の運転者が運転位置から離れるときは、当該運転者に次の措置を講じさせなければ

ならない。ただし、走行のための運転位置と作業装置の運転のための運転位置が異なる貨物自動車を運転する場合であって、労働者が作

業装置の運転のための運転位置において作業装置を運転し、又は運転しようとしている場合は、この限りではない。

一 フォーク、ショベル等の荷役装置（テールゲートリフターを除く。）を最低効果位置に置くこと。

二 原動機を止め、かつ、停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等の車両系荷役機械等の逸走を防止する措置を

講ずること。

２ （略）

３ 事業者は、第一項ただし書の場合において、貨物自動車の停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等の貨物自

動車の逸走を防止する措置を講じさせなければならない。

４ 貨物自動車の 運転者は、第一項ただし書の場合において、前項の措置を講じなければならない。



（３） 運転位置から離れる場合の措置（安衛則第１５１条の１１関係）
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【出典】「トラックでの荷役作業時における安全対策が強化されます」（厚生労働省）



１ 労働災害発生状況

２ 第１４次労働災害防止計画

３ 労働安全衛生規則（荷役作業）改正

４ 荷役作業の安全対策ガイドライン

５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正

６ 働き方改革



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン

今回の法令改正事項に含まれないものであって荷役作業の安全対策ガイドラインで措置すべきものについて、改正法令の公布にあわせガイド

ラインを改正しました。

【改正事項の概要】

・事業者が講じべき措置のうち、荷役運搬機械、荷役用具・設備による労働災害の防止対策に、テールゲートリフターの項目を設け、以下の事

項を追加したもの。

①テールゲートリフターの操作は特別教育を受講した者に行わせること

②作業開始前及び定期に点検すること

③いわゆるＵ字型ロールボックスパレットの積載については、逸走防止措置を確実に講ずること

④床下格納式テールゲートリフターは、側部ストッパーに隙間が生じるため、当該隙間から車輪が脱輪しないよう、注意しつつ積載すること

・上記対策の、ロールボックスパレット等による労働災害防止対策の項目に、以下の事項を追加したもの。

①ロールボックスパレット等を移動させないときは必ずキャスターストッパーを使用すること。キャスターストッパーが備わっていない場合は、

歯止め等適切な逸走防止措置を講ずること

②不具合があった場合は、所有者又は荷主に報告し、対応を協議すること

③最大積載重量を遵守するとともに、偏荷重が生じないようにすること。

・荷主等が講ずべき措置のうち、荷役運搬機械、荷役用具・設備による労働災害の防止対策のロールボックスパレット等による労働災害防止対

策の項目に、以下の事項を追加したもの。

①荷主等がロールボックスパレット等に荷を積載する場合は、最大積載重量を遵守するとともに、偏荷重が生じないようにすること

②自身が所有するロールボックスパレットについて、最大積載荷重を表示するとともに、定期的に不具合の有無を点検し、不具合があった場合

は、補修するまでの間、使用してはならないこと

③陸運事業者夜不具合等の報告があったときは、対応を協議すること。
21

目的

労働災害に占める陸上貨物運送事業の労働災害の割合が増加していること、荷役作業が約６５％を占めていること、そのうち約７０％

が荷主等の事業場で発生していることから、荷役作業における労働災害を減少させるため、陸運事業者及び荷主・配送先・元請事業者等

がそれぞれ取り組むべき事項を示すこと。



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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【出典】「荷役作業での労働災害を防止しましょう！」（厚生労働省）



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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【出典】「荷役作業での労働災害を防止しましょう！」（厚生労働省）



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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墜落・転落による死亡災害事例



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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４ 荷役作業の安全対策ガイドライン

26

フォークリフトによる死亡災害事例

トラックの荷台の扉を開けていたとき、

後退してきたフォークリフトとトラックの間にはさまれた。

対策

・立入禁止範囲の設定、歩行者と車両の経路を区分し、フォークリフトの危険箇所へ労働者を立

ち入らせないこと。やむを得ず、立ち入るときは、誘導者を配置すること。

・フォークリフト及びトラックについて、運行経路を含む作業計画を定めること。

・荷積作業について、作業者間の連絡及び調整を行うこと。

フォークリフトの爪を足場にしてトラックの荷台から降りるとき、荷台のかご車が倒れ、フォー

クリフトの間にはさまれた。

対策

・かご車の動線上に立ち入らず、運搬はかご車の横に立って行うこと。

・かご車のストッパーを使用すること。

・フォークを昇降ステップとして使用しないこと。

・フォークリフトから離席するときは、フォークを最低位置まで下げること。



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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特に事業者に取り組んでもらいたいこと（荷役５大災害）

• 作業場所の高さにかかわらず、必ず保護帽を着用すること

①トラック・荷台等からの墜落・転落による災害

• 荷を積み込むとき、必ず積み荷の状態を確認すること

②トラック・荷台等での荷崩れによる災害

• フォークリフトの運転者や周囲の労働者は、定められたルール（作業計画等）に基づき適

切に行動すること

③フォークリフト使用時における災害

• トラックを降車するとき、必ず逸走防止措置を行うこと

• ※逸走防止措置：パーキングブレーキ、エンジン停止、ギアロック、輪止め

④トラックの無人暴走による災害

• 後退誘導に係るルール（作業計画等）を定め、後方確認ができる場合にのみ、トラックを

後退させること

⑤トラック後退時における災害



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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荷役５大災害に関する災害事例

足を滑らせてリアバンパーから
転落

テールゲートリフターから
転落

ドラム缶とともに転落。
ドラム缶が被災者に直撃

歩行者立入禁止エリアにいた被
災者がフォークリフトと接触

フォークリフトアップ（上昇）時の
安全不確認により被災者がコールド
ロールボックスパレットの下敷きに

坂道で動き出した無人トラック
を 止めようとして轢かれる

積雪路面で無人トラックが動き出
し住宅ガレージの支柱に挟まれる

トラックの後退誘導時にトラッ
クと電柱に挟まれる

トラックの荷役作業指示中に 後
退してきた別のトラックに接触

固定ベルトを外した途端に多く
の角材が落下



４ 荷役作業の安全対策ガイドライン
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荷役５大災害チェックリスト、職場のあんぜんサイト（リスクアセスメント）を利用しましょう！



１ 労働災害発生状況

２ 第１４次労働災害防止計画

３ 労働安全衛生規則（荷役作業）改正

４ 荷役作業の安全対策ガイドライン

５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正

６ 働き方改革



５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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【出典】「職場における熱中症対策の強化について」（厚生労働省）



５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正

35

改正条文（熱中症を生ずるおそれのある作業）施行日：令和７年６月１日

•事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずる恐れのある作

業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する者が熱中症の自覚症状を有する場

合又は当該作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを当該作業に従事する

ほかの者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備し、当該作業に従事する

者に対し、当該体制を周知させなければならない。

安衛則第６１２条の２第１項

•事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずる恐れのある作

業を行うときは、あらかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、体の冷却、必要

に応じて医師の診察又は処置を受けさせることその他熱中症の症状の悪化を防止する

ために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業に従事する者に

対し、当該措置の内容及びその実施に関する手順を周知させなければならない。

安衛則第６１２条の２第２項

暑熱な場所において連続して行われる作業等：「WBGT２８度以上または気温３１度以上の環境下で、連続１時間以上

又は１日４時間を超えて実施」が見込まれる作業



５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正
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５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正

39

熱中症予防対策



１ 労働災害発生状況

２ 第１４次労働災害防止計画

３ 労働安全衛生規則（荷役作業）改正

４ 荷役作業の安全対策ガイドライン

５ 労働安全衛生規則（熱中症）改正

６ 働き方改革



2021年4月1日

令和７年５月２６日

福岡労働局 福岡中央労働基準監督署

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

（改善基準告示）の改正内容（トラック）について



１．時間外労働の上限規制について

２．改正改善基準告示について

３．３６協定の記載・届出について



１．時間外労働の上限規制について

２．改正改善基準告示について

３．３６協定の記載・届出について



44

拘束時間、休息期間、労働時間、休憩時間

自動車運転者の時間の定義について



拘束時間、休息期間とは

拘束時間

休息期間

45



労働時間、休憩時間とは

労働時間

休憩時間

46



時間外労働の上限規制について

47

労働時間・休日に関する原則



時間外労働の上限規制について

48

自動車運転手の時間外労働の上限

～ 2 0 2 4（令和 6年 3月 3 1日）

2 0 2 4（令和 6年 4月 1日）～

36協定の時間外労働時間数 上限なし（様式第9号の4）

原則

1か月 45時間以内

1年 360時間以内

（様式第9号の3の4）

例外

1か月 －

1年 960時間以内※1

（様式第9号の3の5）

※1・時間外労働のみの時間数

（休日労働の時間数は含まない）

・時間外休日労働について「月 1 0 0時間未満、 2～ 6か月平均８０時間」の規制は適用されない

・「時間外労働が月４５時間を超えることができるのは年６か月まで」の規制が適用されない



時間外労働の上限規制について（自動車運転の業務）

49

時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、

臨時的な特別な事情がある場合でも年960時間（令和6年4月1日から適用）



１．時間外労働の上限規制について

２．改正改善基準告示について

３．３６協定の記載・届出について



270

274

270

260

265 265

284

280

284 284

280

284

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

年合計
3,300時間

１年、１か月拘束時間（原則）

月284時間

51

・１年の拘束時間3,300時間以内

・１か月の拘束時間は284時間以内
かつ



290 290 290

280

270

260

270

310

300 300

264

276

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

月310時間

月284時間

年合計
3,400時間

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

月284時間超えは連続３か月まで
月284時間超えの月（①～⑥）は、時間外・休日

労働が100時間未満となるよう努める

１年、１か月拘束時間（例外：労使協定の締結による）

・１年について６か月（回）まで

・１年の総拘束時間が3,400時間を超えない範囲内において

・１か月の拘束時間を310時間まで延長することができる

労使協定を締結し

52



１年、１か月拘束時間（例外：延長に関する協定書例）

53



休息期間（原則：１日の拘束時間）

拘束時間
13時間

休息期間
11時間

23:00 10:0010:00

始業 終業 始業

13時間以下  最大拘束15時間

拘束時間
15時間

休息期間
９時間

1:00 10:0010:00

始業 終業 始業

基本 継続11時間以上
下限 継続  9時間

54

・１日（※1）の拘束時間は１３時間以内、延長する場合の上限は１５時間

・１日の休息期間は、勤務終了後継続１１時間以上与えることを基本とし、継続９時間を下回っ
てはならない。

11時間以上の休息期間が確保されるよう、労使の自主的な改善に向けた努力が必要

休息期間（原則：１日の拘束時間）

※1 １日とは始業時刻から起算して２４時間



・１週間における運行 が
がすべて長距離貨物運送（走行
距離450㎞以上）

・一の運行中における休息
期間 が、住所地以外の場所

・一の運行終了後の休息期間
は継続12時間以上

休息期間（例外：１日の拘束時間）

拘束時間 13時間 休息期間 11時間

                        

月曜

火曜

水曜

金曜

土曜

日曜

16時間①

16時間②

終業19：00

12時間

始業7:00

終業19:00

12時間

13時間

12時間

休日

始業７:00

始業7:00

終業20:00

８時間②

終業23：00

11時間

始業７:00

12時間

始業7:00

８時間①

終業23:00

始業7:00 終業20：00

事業場到着
18：00

事業場出発
8：00

事業場到着
18：00

１週間における運行がすべて長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合は、
当該１週間について２回に限り、最大拘束時間は16時間とし、休息期間は継続８時間以上。

木曜

事業場出発
8：00
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運転時間（２日平均１日の運転時間）
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２日を平均した１日あたりの運転時間は９時間以内 （いずれも９時間を超えると違反）



運転時間（２日平均１日の運転時間）

57

２日を平均した１日あたりの運転時間は９時間以内 （いずれも９時間を超えると違反）

特定日
1日の
運転時間

２日平均
運転時間

8/4 （日） 休み
- -

〇
（8/4+8/5）／2 5

8/5 （月） 10
（8/4+8/5）／2 5

〇
（8/5+8/6）／2 9.5

8/6 （火） 9
（8/5+8/6）／2 9.5

〇
（8/6+8/7）／2 9

8/7 （水） 9
（8/6+8/7）／2 9

〇
（8/7+8/8）／2 10.5

8/8 （木） 12
（8/7+8/8）／2 10.5

×
（8/8+8/9）／2 9.5

8/9 （金） 7
（8/8+8/9）／2 9.5

〇
（8/9+8/10）／2 7.5

8/10 （土） 8
（8/9+8/10）／2 7.5

〇
- -

※1 前日との平均は９時間を超えているが、
翌日との平均が９時間以内なので違反では
ない

※2 翌日との平均は９時間を超えているが、
前日との平均が９時間以内なので違反では
ない

※3 前日翌日との平均も９時間を超えてい
るので違反

①

②



運転時間（２週平均１週の運転時間）
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２週間を平均した１週間あたりの運転時間は44時間以内

例）起算日：2024年7月1日

期間
１週の
運転時間

２週平均の
運転時間

１週目 7/1（月）～7/7（日） 44
44 〇

２週目 7/8（月）～7/14（日） 44

３週目 7/15（月）～7/21（日） 42
44 〇

４週目 7/22（月）～7/28（日） 46

５週目 7/29（月）～8/4（日） 48
46 × ※1

６週目 8/5（月）～8/11（日） 44

※1 2週平均が44時間を超えているため違反 



① 運転時間 中断

運転時間 運転時間 運転時間

概ね
10分以上

合計30分以上

②

概ね
10分以上

合計4時間以内

③

運転時間
中
断

運転時間
中
断

運転時間
中
断

運転時間 中断 運転時間
中
断

概ね
10分以上

4時間以内

30分以上

概ね
10分以上

概ね
10分以上

合計30分以上

合計4時間以内

連続運転時間（原則）
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・連続運転時間は４時間以内・運転の中断は原則休憩

・運転開始後４時間以内又は４時間経過直後に30分以上の運転の中断が必要

・運転の中断は１回が概ね連続１０分以上として分割も可能

・ただし、1回が１０分未満の運転の中断は、３回以上連続してはいけない



連続運転時間（例外）
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・サービスエリア、パーキングエリア等に駐車できず、

やむを得ず連続運転が４時間を超える場合、３０分まで延長が可能

20分 10分 ※ＳＡ・ＰＡ等に駐車できず、やむを
得ず連続運転が４時間を超える場合、
30分まで延長が可。

1時間40分

35分

２時間

運転時間 運転時間中断
中
断

運転
時間

中
断

合計4時間15分

満車 等で止められない



予期し得ない事象
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予期し得ない事象

62
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分割して休息時間を与える場合は、一定期間（１か月程度）の全勤務回数の半分まで

特例①（分割休息）

1回あたり
3時間以上

2分割
10時間以上

3分割まで

3分割
12時間以上

①

②

③

④
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原則：継続33時間（９時間+24時間） 隔日勤務 継続44時間（20時間＋24時間）

休日の取り扱い

休日＝休息期間＋24時間

いかなる場合※であっても

≧30時間

※分割休憩、２人乗務、フェリー



特例②（２人乗務）
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特例③（隔日勤務、フェリー）
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トラック運転者の改善基準告示

67

トラック運転者の

労働時間等の

改善基準の

ポイント（裏面）



１．時間外労働の上限規制について

２．改正改善基準告示について

３．３６協定の記載・届出について



時間外労働の上限規制について（自動車運転の業務）
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トラック運転者の

労働時間等の

改善基準の

ポイント



３６協定の新様式について
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• 様式第９号の３の４

• 様式第９号の３の５（特別条
項）

運転手（様式第９号の４）

事務職や運行管理者（様式第９号）
（様式第９号の２） （特別条項）

令和６年４月より１つの様式となりました。



３６協定の記載・届出について

71

時間外労働及び休日労働に関する協定届



３６協定の記載・届出について
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時間外労働及び休日労働に関する協定届



３６協定の提出に関して
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郵送・窓口へ持参の場合は、２セットご用意ください

電子申請でも申請できます。

時間外労働及び休日労
働に関する協定書

時間外労働・休日労働
に関する協定届

１か月の拘束時間の延
長に関する協定書

２セッ
ト



３６協定の記載・届出について（自動車運転の業務）

74

時間外労働及び休日労働に関する協定届（例）

▸ （様式9号の3の4） 限度時間を超えない場合

トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント P21



３６協定の記載・届出について（自動車運転の業務）

75トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント P21

時間外労働及び休日労働に関する協定届（例）

▸ （様式9号の3の4） 限度時間を超えない場合



３６協定の記載・届出について（自動車運転の業務）
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時間外労働及び休日労働に関する協定届（例）

▸ （様式9号の3の5） 限度時間を超える場合

トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント P22



３６協定の記載・届出について（自動車運転の業務）
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時間外労働及び休日労働に関する協定届（例）

▸ （様式9号の3の5） 限度時間を超える場合

トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント P22



時間外労働及び休日労働に関する協定書（例）

78



トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト
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こちらもチェック！！

https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/truck
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http://3.bp.blogspot.com/-V7cCnffuxU4/VA7mMxWvgQI/AAAAAAAAmMU/P44jXqj67Fs/s800/benkyoukai_kunrenkou.png
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